
特 集 地球にやさしいものづくり

●京都議定書発効の経緯

地球環境問題が国際的に注目される契機となったの

は、１９７２年にローマクラブが発表した「成長の限界」で

あった。経済成長や人口増加率を減少させなければ、遠

からず資源の枯渇、環境の悪化、そして人類の破局を迎

えるとの警鐘を発した。

こうした世界的な地球環境問題の関心の高まるなか、

１９９２年に開催された通称「地球サミット（地球環境会議）」

において、人類の子孫に豊かで明るい地球環境を伝承する

願いを込めた行動計画「アジェンダ２１計画」が採択された。

また、「持続可能な発展」を模索する国際動向を受け、

「アジェンダ２１計画」を的確にフォローする目的で１９９６

年９月にＩＳＯ１４００１「環境マネジメントシステム」が制定

されたのは周知のとおりである。

さらに、地球温暖化防止を目的とした気候変動枠組条

約では、先進国は２０００年までに温室効果ガス排出量を

１９９０年の水準までに戻すという約束が定められた。

しかし、この約束には法的な拘束力はなく、実際の排出

量は増加してしまった。そこで、２０００年以降の先進国の新

しい約束を決めるために１９９７年１２月に京都で開催され

た第３回締約国会議（ＣＯＰ３）で京都議定書が合意された。

本年２月１６日、ロシアの批准により発効となった京都議

定書は、各国が協働して温室効果ガス排出削減を目指す

という国際的取組みが本格稼動することを意味している。

●温室効果ガスとは

地球の平均気温は約１５℃であり、地球上に温室効果ガ

スがなければ、平均気温は－１８℃となり、生命の存在のな

い極寒の星となるはずである。現実は、太陽光は地表面

で吸収され、赤外線の形で放射された熱は、温室効果ガ

スが吸収、その一部を再び放射し地表面や下層大気を加

熱する。この仕組みにより、地表は生物の生存に適した

気温に保たれている。ところが近年、産業の発展や森林

開拓など人間活動の活発化に伴って温室効果ガスの濃度

が増加し、大気中に吸収される熱が増えたことにより、

地球規模での気温上昇（温暖化）が進行してきている。

人為的排出量は、６．３Ｇｔ／年（Ｇｔ＝１０億トン）、一方自

然吸収量は、３．１Ｇｔ／年、よって３．２Ｇｔ／年が増加してき

ており、危機的状態になる前に、少しずつ減少させる必

要がある。

京都議定書発効による日本の削減目標（割当て）は、５

年間（２００８～２０１２年）で基準年（１９９０年（ＨＦＣ等代替

フロンガスは１９９５年基準））の６％削減となっている。

日本の２００３年度温室効果ガス総排出量（京都６ガス）

は、ＣＯ２換算１３億３９百万トンで基準年（１９９０年）比８．３％

に増加している（前年比で０．７％増）。すなわち、京都議

定書の日本の目標６％削減が、今や、１４％削減の達成が

必要となっている。

●京都議定書目標達成計画

京都議定書の発効を受けて日本政府は産業、運輸、民生

の各分野の排出抑制追加施策として「京都議定書目標達

成計画（案）」を発表した。そして、「地球温暖化対策推進

大綱」の見直し作業を経て「改正地球温暖化対策推進法」

が成立、本年４月、目標達成計画が閣議で決定された。

これを受けて各企業は、それぞれ目標計画を立てるこ

とになるが、具体的には、企業が属する団体等の行動目

標に従うことになるのが一般的である。

企業にとって地球温暖化対策は、無視できない社会的

潮流であるが、実相を把握し、迅速かつ的確な対応戦略

を構築することが新たなビジネスチャンスにもつながる

可能性を秘めている。

●日本鉄道車輌工業会の取組み

当社が加盟している日本鉄道車輌工業会は、京都議定書
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および経団連「環境問題に関する最近の動向と日本経団

連の取組み」等の主旨から、以下の取組みを掲げている。

【対策の基本的考え方】

１）環境と経済の両立

２）技術革新の促進

３）すべての主体の参加・連携の促進とそのための透

明性の確保、情報の共有

４）多様な政策手段の活用

５）評価・見直しプロセス（ＰＤＣＡ）の重視

６）地球温暖化対策の国際的連携の確保

【エネルギー起源の温室効果ガスの削減目標値】

産業部門　　－８．６％

今後、経済成長による生産の増大を通じて排出量が増

加していくことが見込まれることから、対策・施策によ

り２００２年度実績から３３百万トンの削減が必要であると

試算される。

●当社の取組み

当社は、従来から省エネルギーに関する取組みを推進

しているが、さらに、国際競争力を高め、環境にやさし

い近畿車輌を実現するため、環境方針

【基本理念】

当社は、鉄道車両の設計・製造やマンション用玄関ド

ア等製造にかかわるあらゆる企業活動において、環境目

的・目標を定め、見直しを行いながら、継続的な環境保

全と改善活動に取り組みます。

【環境活動方針】

１．社員一人ひとりが環境問題への関心を深め、責任の

ある行動をし、環境の保全に努めます。

２．製品の製造およびサービスに用いる資源、エネルギ

ーを有効に活用します。

３．環境に関する法規制を守り、地球環境負荷の低減に

積極的に取り組みます。

を定め、社員一丸となって環境保全の取組みを行った。

具体的な取組みとして、

・省エネルギー：省電力天

井灯の採用、工場屋根材

に高耐候性の軽量ガルバ

ニウム鋼材採用、インバ

ータ式エアコンの採用等

・資源リサイクル：コピー

紙等古紙分別回収、こん

包養生材の回収再使用、

納品こん包を木枠から金

属製通い箱へきりかえ、金属屑の材質分別の徹底によ

る有価物化等

・資源の有効利用：塗装設備改善による塗料ロスの削減、

切断システム改善による素材歩留向上、副資材の使い

切りによる廃棄物量低減、購買ＥＤＩシステムによる

ペーパーレス化、工場エア漏れ・漏水防止対策による

電力・水のロス防止、アイドリングストップ等

を行い、その結果２００４年度に掲げた省エネルギー・資

源の有効利用に関する目標を達成し、同年１１月には、

ＩＳＯ１４００１の認証を取得できた。

今後も当社は、「我々は、常に誠意と熱意を持って、

優れた技術と創造力を発揮し、豊かで快適な人間環境の

実現に貢献します」の企業理念のもと、人と、地球に優

しい鉄道車両の提供をめざし、全社員が社会のルールを

守り、よき企業市民として、次の世代に優しい地球を引

継いでもらえるよう、一層の省エネルギー・資源の有効

利用に取組んでいきたい。
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取り上げた項目 

電力使用量の削減 

上水使用量の削減 

廃棄物の削減 

目　標　値 

2003年度実績の 
3%削減 

2003年度実績の 
5%削減 

2003年度実績の 
6%削減 

実　　　績 

2003年度実績の
4.3%削減 

2003年度実績の 
24.0%削減 

2003年度実績の 
30.9%削減 

表１ 2004年度推進目標と実績


